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基山町空家等の適切な管理及び活用促進に関する条例 

  

 （目的） 

第１条 この条例は、空家等の適切な管理及び活用促進を図るため、空家等対策の推進に

関する特別措置法（平成26年法律第127号。第５条及び第８条において「法」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めることにより、防災、防犯、衛生、景観等の町

民の生活環境を保全し、もって安全で安心な暮らしの実現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がされて

いないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

(２) 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないこ

とにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

(３) 所有者等 空家等の所有者又は管理者をいう。 

（民事による解決との関係） 

第３条 この条例の規定は、特定空家等の所有者等と当該特定空家等が適切な管理が行わ

れていないことにより害を被るおそれのある者との間で、民事による事態の解決を図る

ことを妨げない。 

 （情報提供） 

第４条 町民は、空家等が適切な管理が行われていないと認めるときは、町長に当該情報

を提供するものとする。 

 （空家等対策計画） 

第５条 町長は、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、法第６条第１

項に規定する空家等対策計画を定めるものとする。 

 （空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用等） 

第６条 町長は、空家等及び除却した空家等に係る跡地（建築物又は土地を販売し、又は

賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺

の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。）に

関する情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるものとする。 

 （補助金の交付） 

第７条 町長は、第５条に規定する空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切か
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つ円滑な実施に資するため、予算の範囲内において補助金を交付することができる。 

 （公表） 

第８条 町長は、法第14条第３項の規定による命令を行ったにもかかわらず、当該特定空

家等の所有者等が命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 命令に従わない特定空家等の所有者等の氏名及び住所（法人その他の団体にあっ

ては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

(２) 命令の対象である特定空家等の所在地及び種別 

(３) 命令の内容 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

２ 町長は、前項の規定により公表するときは、あらかじめ当該公表に係る特定空家等の

所有者等に意見を述べる機会を与えなければならない。 

 （緊急安全措置） 

第９条 町長は、空家等の状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危害が及ぶことを

回避するため緊急の必要があると認めるときは、これを回避するために必要な最小限度

の措置を講ずることができる。 

２ 町長は、前項の措置を講ずるときは、当該空家等の所在地及び当該措置の内容を当該

空家等の所有者等に通知（所有者等又はその連絡先を確知することができない場合にあ

っては、公告）をしなければならない。ただし、緊急かつやむを得ないと認められると

きは、この限りでない。 

３ 前２項の措置に要した費用は、当該空家等の所有者等の負担とする。 

 （関係機関との連携） 

第10条 町長は、必要があると認めるときは、町の区域を管轄する警察署その他の関係機

関に必要な措置を要請することができる。 

 （委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成28年10月１日から施行する。 

（基山町条例を廃止する条例の一部改正） 

２ 基山町条例を廃止する条例（昭和46年条例第17号）の一部を次のように改正する。 

  第46条の次に次の１条を加える。 

 第47条 基山町空き家等の適正管理に関する条例（平成25年条例第14号）は、廃止する。 

 


